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申請書　（2011年度）
※申請書は、必要事項を記入される場合、既存スペースよりも長く回答することも可能ですが、申請書は全体で6ページ以内に納めてください。
提出日：

1． 申請機関　
(機関名)

(住所)

(ウェブサイト)

2． 代表者名　　（校長、学長など申請機関の代表者）

3． 申請機関における事業実施部門　（学部、学科、センターなど）

（部門名）

（電話）

(Fax)

(E-mail)

4． 事業担当者 （この事業に関する主な連絡先となる担当者の名前と連絡先）
（氏名）
（職位）

（電話）[機関]

　　　　 [携帯電話]
（Fax）

（E-mail.）
5． 申請機関の概要

1) 申請機関の種類　（小学校、ギムナジウム、職業学校、大学など）

2) 各学年の生徒数

3) 学校の特色（もしあれば）
6． 支援申請の対象となる日本語コースについて
1) 正規単位科目／自由選択科目の別
a. 日本語専攻学科として卒業の必修科目
b. 専攻学科ではないが選択科目として卒業単位になる

c. 自由選択科目で卒業の単位にはならない。勉強会、サークルなど。
d. その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2) 日本語コース設置の目的

3) 日本語コースを受講する学生に求める達成目標
4) 詳細
a. コース名

b. 対象とする学年
c. レベル（入門、初級、中級など）

d. 教師名（もし決まっていれば）

e. 予想される生徒の人数
f. 年間授業時間

*一週間の授業時間　x  一学年度の週の数　= 　年間授業時間 （例：４時間　x　３７週　＝　１４８　時間/年間）　
　　_____　時間  x  _____ 週　 =  _____ 年間授業時間  

(１授業時間　 = 　_____ 分) 

g. 2011学年度の授業期間
       　　　　　　　               

  2011年     月     　日　～  2012年　　　月　　　日     
7． 申請機関における他の日本語コースについて（もしあれば）
※複数のクラスが有る場合は、クラスごとに書いてください。または、リストを別添しても構いません。
· クラス名         
· 学年　　  　
· 講師名　　　　  
· 1クラスの生徒　　 　　
· レベル
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
8． 支援の対象となる日本語講師　

1) 職位　(例：非常勤講師　等)

2) 略歴　(履歴書を別添して下さい)

a. 氏名

　

b. 年齢

c. 学歴

d. 日本語教育分野における職歴

e. 国籍

9． 助成対象事業に関する収支計画　(初年度)
支出の合計(A)と収入の合計(B)が一致するように書いてください。なお基金の助成は講師給与及び旅費のみ対象となります。国際交流基金以外の収入や学校の経費負担がある場合、優先的に配慮されます。
	支出　（A）
	
	収入（B）

	給与


	時間単価
	年間時間
	年間経費
	
	自己負担*
	授業料収入
	基金からの助成金

	
	HUF
	     h
	HUF
	
	HUF
	HUF
	HUF

	旅費
	HUF
	
	HUF
	HUF
	HUF

	その他
	
	HUF
	
	HUF
	HUF
	

	
	
	HUF
	
	HUF
	HUF
	

	
	
	HUF
	
	HUF
	HUF
	

	総支出
	HUF
	
	HUF
	HUF
	HUF


＊他の財団や外部からの寄付を含む。

10． 助成継続期間全体の予算計画　(２年間)
1) 助成対象期間（学年度）
第1年次　　　2011　年　　　　月　　　～　　　2012年　　　　　　月

第2年次　　　2012　年　　　　月　　　～　　　2013年　　　　　　月

2) 期間全体(2年間)の給与予算
	年次
	年間の給与 (a)

	経費負担

	
	
	申請機関負担
(b)
	授業料収入
(c)
	基金 

(d)=(a)-(b)-(c)

	第1年次
	HUF
	HUF
	HUF
	HUF

	第2年次
	HUF
	HUF
	HUF
	HUF

	合計
	HUF
	HUF
	HUF
	HUF


11． 旅費、日本語教材支援申請
1) 申請機関が地方にあるため、他の都市から教師を招くための旅費支援を必要とする。

Yes     /     No   (いずれか一つを○で囲んで下さい)
2) 申請機関では初めて日本語コースを開設するので、教材入手のための支援を必要とする。
Yes     /     No　 (いずれか一つを○で囲んで下さい)
12． 講座維持の将来計画

助成期間は最長2年間で、その後は申請機関が講座を維持･継続することが求められます。講座継続のための具体的な資金計画を出来るだけ具体的に記載して下さい。
13． 評価
事業の達成目標、及びその達成度をどのように評価するかについての計画を記載して下さい。
14． 署名
1) 機関代表者
氏名：

職名：

署名：

日付：

2) 事業担当者

氏名：

職名：

署名：

日付：

3) 経理担当者*
氏名：

職名：

署名：

日付：
*申請書に記載の全ての収支計画、及び経理関連事項の内容に責任を持つことのできる経理担当者の署名を記して下さい。
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